平成２６年度当初予算案の概要
【1】　編　成　方　針

府財政は、景気の緩やかな回復などにより、歳入面では法人二税を中心に一定の回復が見込まれるものの、府税収入全体ではいまだリーマンショック前のおよそ８割程度にとどまっています。また、歳出面では社会保障経費や公債費が増大するなど、依然予断を許さない状況です。
しかしながら、府民の皆さまの負託に応えるためには、財政規律を堅持しつつも、必要な施策を時機を逸さず的確に実施していかなければなりません。
このため、今回の予算編成においては、社会情勢の変化等に柔軟に対応しながら、これまで進めてきた“変革と挑戦”の取組みを継承・発展・定着させ、“大阪の再生”をめざすという考え方のもと、財政運営基本条例や「府政運営の基本方針2014」を踏まえ、徹底した「選択と集中」による施策の重点化を図りました。
　この結果、まず最優先で南海トラフ巨大地震対策に取り組むとともに、減災・治安、セーフティネットといった“安全・安心”をしっかりと確保するとともに、国際戦略総合特区をはじめ、大阪産業の活性化、環境・エネルギー、教育など“大阪の成長”を実現するための施策に重点的に財源を配分しました。
　また、大阪市と連携して「新たな大都市制度」実現のための取組みを進めるとともに、府市消防学校や信用保証協会の統合など、府市での「全体最適化」を図りました。

【2】　予　算　規　模単位：百万円、％

	区分
	２５年度当初
	２６年度当初
	増減額
	前年度比

	一般会計
	2,894,844
	3,071,276
	176,433
	106.1

	特別会計
	1,396,566
	1,413,153
	16,586
	101.2

	計
	4,291,410
	4,484,429
	193,019
	104.5


    (各表においては、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合がある。)

	（一般会計における増減の主な理由）

	・南海トラフ巨大地震対策等による建設事業費の増（５１７億円）
・給与改定等による人件費の増（２８４億円）
・社会保障の充実及び自然増（２１０億円）
・地方消費税清算金及び市町村交付金の増（税率アップ影響等）（６９３億円）


	○一般歳出ベース
２兆２，４８４億円、前年度当初比１０４％、８６７億円の増
（公債費、税関連歳出、基金への積立金を除く歳出合計）



・一般会計当初予算の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度
	２３年度
	２４年度
	２５年度
	２６当初

	
	
	
	
	
	
	
	
	当初
	補正後
	

	歳出総額
一般歳出
	31,230
23,249
	32,555
24,588
	29,247
21,681
	30,397
22,925
	32,555
25,064
	32,426
24,697
	30,192
23,051
	28,948
21,616
	29,268
20,787
	30,713
[bookmark: _GoBack]22,484


【3】　一般会計の内訳
１　歳　出

	○人　件　費：給与改定や、特例減額率の変更等により、前年度当初比１０３．５％、２８４億円の増。



	２６年度
	対前年度比

	・条例定数
（一般会計）
	知事部局
教育委員会（小中高等学校教職員等）
公安委員会
その他
	7,380
59,479
23,093
194
	人
人
人
人
	▲55
451
0
0
	人
人
人
人

	
	　計
	90,146
	人
	396
	人




・人件費の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	
	１８決算
	１９決算
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５年度
	２６当初

	
	
	
	
	
	
	
	
	当初
	補正後
	

	人件費
退職手当
そ の 他
	9,058
884
8,174
	9,142
1,096
8,046
	8,669
1,036
7,633
	8,286
1,006
7,280
	8,210
987
7,223
	8,237
960
7,277
	8,233
1,105
7,128
	8,098
896
7,202
	7,944
840
7,104
	8,382
869
7,513






	○公債費：府債残高の累増や、臨時財政対策債の償還ルールの変更等の影響により、前年度当初比１０５．９％、１７７億円の増。



・公債費、府債残高（いずれも一般会計）の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	
	１８決算
	１９決算
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５年度
	２６当初

	
	
	
	
	
	
	
	
	当初
	補正後
	

	公債費
(参考)府債残高
	3,164
49,910
	3,112
50,627
	2,893
48,735
	2,790
49,923
	2,837
51,802
	2,839
53,804
	2,671
52,491
	2,985
54,204
	3,261
53,484
	3,162
54,692


＊ 府債残高は、臨時財政対策債等を含む額。府債残高については、７ページ参照。









	○建設事業費：

	南海トラフ巨大地震対策や、都市基盤施設の維持管理など、本府にとって必要性・緊急性が高い事業については、計画的に整備を推進。
２６年度当初予算では、前年度当初比１３４．２％、５１７億円の増。




	・補助事業費：

	防潮堤の液状化対策など南海トラフ巨大地震対策のほか、知的障がい支援学校の新校整備や、国基金を活用した保育所、介護・医療施設等の整備などにより、補助事業全体では、前年度比１４５．８％、３９６億円の増。




	・単独事業費：

	りんくう公園の事業用地の取得や認定こども園の耐震化対策などにより、単独事業全体では、前年度当初比１１８．７％、１２１億円の増。




・建設事業費の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円　　（参考）
	
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５年度
	２６当初
	25補正＋26当初
	24補正＋25当初

	
	
	
	
	
	
	当初
	補正後
	
	
	

	建設事業費
補　助
うち国直
単独
	2,082
1,592
375
490
	2,303
1,349
409
954
	2,064
929
168
1,135
	1,773
1,158
132
615
	1,749
1,146
132
602
	1,514
864
124
650
	1,491
914
101
578
	2,032
1,260
95
771
	2,171
1,399
99
771
	1,860
1,208
145
652


＊ 23年度以前は、府営住宅特別会計（24年度分離設置）における事業費相当額が含まれている。



	○一般施策経費：

	徹底した「選択と集中」による限られた財源の重点化を図り、セーフティネットといった“安全・安心”をしっかりと確保し、 “大阪の成長”を実現するための施策などに重点的に予算を配分。
中小企業向け制度融資にかかる預託金は減少するものの、社会保障の充実などによる増などにより、前年度当初比１０１．１％、１２５億円の増。
（中小企業向け制度融資預託金を除くと、前年度当初比１０２．７％、２０１億円の増）



・一般施策経費の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	
	１８決算
	１９決算
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５年度
	２６当初

	
	
	
	
	
	
	
	
	当初
	補正後
	

	一般施策経費
うち貸付金
うち補助金等
	10,920
5,440
3,928
	10,551
5,051
4,184
	10,915
4,824
4,053
	10,962
6,284
4,598
	14,485
6,745
5,222
	12,753
5,560
5,582
	12,075
4,835
5,459
	11,892
4,813
5,505
	12,043
4,172
5,539
	12,016
4,670
5,727






	≪主なもの≫　　　　　　　　　　　　　　２６当初

	・中小企業向け制度融資
・国保・後期高齢者医療関係費
・私学関係助成
・介護給付費負担金
	４，３２９
１，８１７
　９８１
　８９２
	億円
億円
億円
億円
	・障がい者自立支援給付費等負担金
・金融新戦略事業貸付金
・児童手当給付費
・四医療費助成（府単独）
	３４７
２５０
２２７
２１０
	億円
億円
億円
億円

	
	
	
	

	
≪増減の大きいもの≫　　２５当初→２６当初
	
	

	（主に補助金等の事業）
	（貸付金）
・中小企業向け制度融資
・府立病院機構（母子Ｃ・精神Ｃ）貸付金
（積立金）
・安心こども基金事業積立金
	

	・介護給付費負担金
・公立高校生就学支援金事業費
・私立高等学校等振興助成費
・後期高齢者医療給付費負担金
	＋４７
＋４３
＋４２
＋４１
	億円
億円
億円
億円
	
	▲７７
▲４７

１２４
	億円
億円

億円




■平成２６年度当初予算における社会保障関係経費の状況
・義務的経費に係る一般財源の必要額は、前年度当初比で１０４．５％、１６１億円の増。
・社会保障・税の一体改革に伴う社会保障の充実分は、７３億円の増。（一般財源ベース、
義務的経費を含む）
単位：億円、％　　
	分野
	主な事業
	２５年度当初
	２６年度当初
	一般財源増減

	
	
	
	一般財源
	　
	一般財源
	増減額
	増減率

	生活保護
	生活保護給付費
	64
	38
	60
	34
	▲4
	▲10.4 

	障がい
	障がい者自立支援給付費
	387
	379
	418
	410
	31
	8.3 

	児童
	児童手当給付費
	369
	333
	364
	327
	▲5
	▲1.6 

	介護
	介護給付費負担金
	868
	868
	915
	915
	47
	5.4 

	国保
	財政調整交付金
	847
	847
	878
	878
	31
	3.6 

	後期高齢者
	医療給付費負担金
	927
	887
	939
	939
	52
	5.8 

	医療
	措置入院・通院医療費
	323
	171
	337
	179
	9
	5.0 

	その他
	70
	47
	76
	49
	1
	2.6 

	義務的経費合計
	3,855
	3,571
	3,988
	3,732
	161
	4.5 

	増減額のうち、自然増分
	112
	

	増減額のうち、社会保障の充実分
	50
	ａ

	義務的経費以外での社会保障の充実分（保育緊急確保事業など）
	23
	ｂ

	社会保障の充実分　合計
	73
	ａ＋ｂ


＊一般施策経費の他、扶助費に分類されるものを含む。




	○減債基金への積立て　　　　　　　　　　２８０億円（前年度比　８７．５％　　　▲４０億円）

＊府では、財政再建団体転落回避のため、１３～１９年度の間に、減債基金から合計５，２０２億円の借入れを実施したため、減債基金残高が積み立てておくべき額に比して不足。
＊平成２２年度より、減債基金残高の復元を計画的に実施。２６年度は、「中長期試算（粗い試算）２５年２月版」を踏まえ、２８０億円を積立て。




（参考）これまでの減債基金の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	
	1９決算
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５最終
	２６当初

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国ルールに基づく積立必要額
上記に対応する府の残高
	6,029
2,114
	6,150
1,792
	6,352
1,418
	6,847
1,665
	7,677
1,865
	8,808
2,817
	8,714
3,535
	8,808
4,013

	差引（不足額）
	▲3,915
	▲4,358
	▲4,934
	▲5,182
	▲5,812
	▲5,991
	▲5,179
	▲4,795



	
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５最終
	２６当初

	



	減債基金復元額
（うち　　　　　　　　　当初予算）
（　　決算剰余金1/2相当額）
（　　　　　　　　　　　　　その他）
	52

(52)
	383
(228)
(155)

	514
(385)
(129)
	313
(260)
(53)
	766
(320)
(61)
(385)
	280
(280)


	復元額累計
	52
	435
	949
	1,262
	2,028
	2,308























２　歳　入

	○歳入全体の特徴
　・税収の増加
地方消費税の税率アップや企業業績改善による法人二税の増などにより、税収（地方法人特別譲与税含む）は、前年度当初予算比１，５２４億円の増を見込む。
（府税関連実質税収は、前年度当初予算比１，２５７億円の増）
　・府債発行は減少
南海トラフ巨大地震対策の実施などによる通常債の増加（２２５億円）があるものの、臨時財政対策債や減収補塡債の減少などにより、前年度当初予算比３２６億円の減を見込む。




	○府税収入
・平成２６年度見込み　　　１兆１，７２５億円　（前年度比　１１１．６％　　＋１，２１７億円）

＊消費税法の改正により、地方消費税は前年度比で増加。また、景気の緩やかな回復により、企業業績の改善が見込まれることから、法人二税を中心に前年度比で増加。

	実質税収
地方消費税
法人二税
	１兆０，６５１億円
３，２２０億円
３，２５７億円
	（前年度当初比
（前年度当初比
（前年度当初比
	１１３．４％
１２１．７％
１１８．３％
	＋１，２５７億円）
＋５７３億円）
＋５０４億円）


＊地方法人特別譲与税込みでは４，７６７億円（前年度当初比 １２０．５％、＋８１１億円）

⇒　府税収入は、リーマンショック前（１９年度）の約８２％であり、依然として厳しい状況。

・府税収入の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	
	２決算
	１９決算
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５年度
	２６当初

	
	
	
	
	
	
	
	
	当初
	補正後
	

	府税収入

実質税収
法人二税

	14,731

13,510
7,982
	14,260

11,591
5,667
	13,567

11,096
5,235
	10,946
(11,410)
8,925
2,944
(3,409)
	10,657
(11,683)
9,376
2,629
(3,655)
	10,427
(11,557)
9,375
2,687
(3,817)
	10,696
(11,866)
9,575
2,780
(3,950)
	10,508
(11,711)
9,394
2,753
(3,957)
	11,203
(12,618)
10,259
3,050
(4,464)
	11,725
(13,235)
10,651
3,257
(4,767)


＊ 実質税収とは、（府税＋譲与税＋清算金収入）－（税関連の市町村交付金、清算金支出、還付金等）である。
＊ 21年度以降の（　）内は、地方法人特別譲与税を加えたもの。
＊ 法人二税のピークは、平成元年度（８，３５２億円）。
	

○地方譲与税：国税として徴収して地方に譲与される地方譲与税は、１，５５１億円を計上。
うち、地方法人特別譲与税は１，５１１億円（前年度当初比　１２５．５％、
＋３０７億円）




	（メモ） 地方法人特別譲与税
　従来の法人事業税（地方税）の一部を地方法人特別税（国税）として徴収し、各都道府県に人口及び従業者数を基準として譲与（再配分）する制度。 地域間の財政力格差の縮小のため、消費税を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として２０年度に創設された。
　なお、平成２６年度税制改正により、地方法人特別譲与税・譲与税は、１／３の規模を法人事業税に復元。（制度改正の影響は、平成２８年度で通年化）




	○地方交付税：２，５７０億円 （前年度当初比　１００．７％、＋１７億円）
　・臨時財政対策債を加算した額：５，２７０億円 （前年度当初比　９３．２％、▲３８３億円）



・地方交付税の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	
	１８決算
	１９決算
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５年度
	２６当初

	
	
	
	
	
	
	
	
	当初
	補正後
	

	地方交付税

	2,463
(3,185)
	1,789
(2,443)
	1,798
(2,593)
	2,912
(4,519)
	2,995
(6,221)
	2,973
(5,754)
	2,844
(5,756)
	2,553
(5,653)
	2,843
(5,917)
	2,570
(5,270)


＊　（　）内は、臨時財政対策債を加算した額


	○府　債：

	通常債は、南海トラフ巨大地震対策をはじめとする建設事業費の増などにより、前年度当初比２２５億円の増。
一方、地方財政対策により地方交付税の代替として発行する臨時財政対策債は、前年度当初比４００億円の減、減収補塡債は１８２億円の減を見込む。財源対策としての行政改革推進債の活用７５億円も含め、 府債の発行総額は３，６８７億円　（前年度当初比　９１．９％、▲３２６億円）


	・通常債
・行政改革推進債
・臨時財政対策債
・減収補塡債
	８４３億円
７５億円
２，７００億円
６８億円
	（前年度当初比
（前年度当初比
（前年度当初比
（前年度当初比
	＋２２５億円）　
＋３１億円）　
▲４００億円）　
▲１８２億円）　




・府債発行額（一般会計）の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	
	１８決算
	１９決算
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５年度
	２６当初

	
	
	
	
	
	
	
	
	当初
	補正後
	

	府債発行額
	2,228
	2,477
	2,737
	3,619
	4,046
	3,882
	3,926
	4,013
	3,743
	3,687

	府債残高
	49,910
	50,627
	48,735
	49,923
	51,802
	53,804
	52,491
	54,204
	53,484
	54,692

	(参考)全会計残高
うち臨財債等残高
うちその他残高
	57,745
[16,427]
[41,318]
	58,288
[17,167]
[41,121]
	58,400
[18,153]
[40,247]
	59,220
[20,040]
[39,180]
	60,739
[22,853]
[37,886]
	60,378
[24,924]
[35,454]
	62,510
[27,415]
[35,095]
	64,008
[29,711]
[34,297]
	63,194
[29,124]
[34,070]
	64,037
[30,766]
[33,271]


＊ 臨財債等残高とは、臨時財政対策債、減税補塡債、減収補塡債及び臨時税収補塡債の残高


	○その他歳入：

	中小企業向け制度融資の預託金償還金など、貸付金償還金は減少。
国の交付金（地域の元気臨時交付金等）を積立てた基金の取崩しなどにより、基金繰入金は増加。

	・貸付金の元利償還金収入
・基金繰入金
＊財政調整基金繰入金
＊その他の基金繰入金
	４，６５９億円
１，１６７億円
４６０億円
７０７億円
	（前年度当初比
（前年度当初比
（前年度当初
（前年度当初
	▲１０６億円）　
＋１５０億円）　
＋５９億円）　
＋９１億円）　




	○財源対策：

	５３５億円　（前年度当初比 １２０．２％、＋９０億円）
法人二税等の税収の回復があったものの、起債償還ルールの変更に伴う公債費の増加や、人件費等が増加したことなどにより、財源対策が必要な額は前年度より９０億円の増。


	・財政調整基金の活用

・地方債の活用（行政改革推進債）
	４６０億円

７５億円
	（前年度当初比

（前年度当初比
	＋５９億円）　

＋３１億円）　




（参考）これまでの財政調整基金残高の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
	年　度
	１８決算
	１９決算
	２０決算
	２１決算
	２２決算
	２３決算
	２４決算
	２５当初
	２６当初

	残　高
	13
(13)
	13
(13)
	9
(383)
	6
(434)
	78
(1,256)
	784
(1,385)
	711
(1,438)
	1,037
(1,499)
	1,039



＊　上段は当初見込み、下段は24年度までは決算額、25年度は2月補正後見込み
＊ 上記残高には、地域活性化・公共投資臨時交付金及び地域の元気臨時交付金分は含まない。


　（参考）財政調整基金の積立て・取崩しについて
（単位：億円）
	
	取崩額
	積立額
	残　高

	◆
	２５年度当初予算編成
	401
	
	1,037

	◇
	２４年度６号補正
	88
	
	949

	
	２５年度１号補正
	6
	
	943

	
	２５年度２号補正
	0
	
	943

	◇
	２４年度取崩しのとりやめ
	▲88
	
	1,031

	◇
	２４年度決算剰余金の1/2
	
	61
	1,092

	
	２５年度３号～４号補正
	2
	
	1,090

	
	２５年度５号補正
	2
	
	1,088

	
	２５年度６号補正
	▲411
	
	1,499

	◆
	２６年度当初予算編成
	460
	
	1,039
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